
 
 

千葉市監査委員告示第２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、包括外部監査

の結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通知がありましたので、公表し

ます。 

 

  令和５年１月２５日 

 

                    千葉市監査委員 宍 倉 輝 雄 

                    同       宮 原 清 貴 

                    同       岩 井 雅 夫 

                    同       三 瓶 輝 枝



 
 

４千総業第２９４号 

令和５年１月１９日 

 

千葉市監査委員 宍 倉 輝 雄 様 

同       宮 原 清 貴 様 

同       岩 井 雅 夫 様 

同       三 瓶 輝 枝 様 

 

千葉市長 神谷 俊一  

 

 

包括外部監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

平成２０年度、平成２８年度、平成３０年度、令和元年度、令和２年度及び令和３年度包

括外部監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２５２条の３８第６項の規定により別紙のとおり通知します。 



 
 

平成２０年度包括外部監査 

監査のテーマ：公の施設の管理及び指定管理者制度に係る財務事務の執行について（指定管理者の財

務事務を含む） 

第２節 指定管理者制度を導入した個別施設に係る事項 第１ コミュニティセンター総論 

Ⅲ 監査の結果  

 監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

２．施設の老朽化対策について【市民総務課】（報

告書 P53） 

【結 果】 

コミュニティセンターの中には、築年数 30 年

を越える施設が 4 施設存在する。これに対し、今

後の大規模修繕等の計画がなされておらず、運営

においても指定管理者制度の導入による民間依存

となっている。 

コミュニティセンター構想はそもそも「千葉市

地区コミュニティセンター建設基本計画」という

建設計画が示されたのみで、その後の運営の方向

性（老朽化への対応等）についてなんらの基本計

画も示されていない。 

今後は、抜本的な老朽化対策に対応するために、

特に老朽化の問題に焦点を当てた運営に関する基

本方針を明確にする必要がある。 

近時、公の施設を中心に、施設維持管理費の適

正化や施設の長寿命化、施設再生と用途転換に資

する取り組みなどのファシリティ・マネジメント

が推進されている自治体も見られることから、単

なる建替だけでなく既存の民間施設の活用を含め

て検討する必要がある。 

 

 

 

畑コミュニティセンター及び幕張コミュニティ

センターについては、千葉市公共施設等総合管理

計画（令和 2年 3月改訂）における資産の総合評

価において、当面は利用状況等に留意しながら施

設を継続し、今後、大規模改修や建替え等の段階

で見直しを検討すべき施設として位置付けた。 

蘇我コミュニティセンターについては、平成 28

年 4 月 9 日に、より建物性能の高い旧蘇我勤労市

民プラザ建物へ移転した上で、大規模改修工事を

実施した。 

中央コミュニティセンターについては、施設の

一部である体育館、柔道場及び剣道場が､令和 5

年度中に千葉公園総合体育館に移転・集約化され

る予定である。また、建物は減築の手法により耐

震性を確保するとともに、大規模改修による施設

の老朽化対策を行った上で、引き続き市民利用施

設として活用することとした（令和 10年度供用開

始予定）。 



 

 

平成２８年度包括外部監査 

監査のテーマ：介護保険事業における財務に係る事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 Ⅱ 介護保険事業の監査の結果について 

１．介護保険料の賦課・徴収について （３）結果 ①介護保険料の徴収猶予について 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

ア．介護保険料の徴収猶予手続について【介護保

険課】（報告書 P28） 

千葉市では、千葉市介護保険条例の徴収猶予の

対象になる保険料を「期限未到来」に限定し、他

方で「期限到来済」の保険料については徴収猶予

の対象ではなく、千葉市介護保険条例及び同規則

に根拠のない「分割納付」の対象として処理して

いる。 

徴収猶予の手続について、平成 28 年 5 月 16 日

付「介護保険料猶予制度等事務マニュアル」が作

成されるまでの間、千葉市介護保険条例第 10条第

2 項が定めている「徴収猶予を必要とする理由を

証する資料」の徴収を行わず、介護保険料徴収猶

予決定通知書の送付も行っていなかったものの、

上記マニュアル作成後は、千葉市介護保険条例及

び同規則に則った処理を行っている。 

他方、期限到来済の保険料については、平成 28

年 5 月 16日付「介護保険料猶予制度等事務マニュ

アル」が作成後も、滞納者が分納を希望する場合

には、区長は、滞納者から介護保険料納付誓約書

の提出を受けただけで、原則１年以内の分納を認

めている。 

「期限到来済」の保険料については、「期限未到

来」の保険料と比較して、既に滞納が生じている

以上、その分納についてはより慎重な判断が要求

されるところ、現在の運用では、「期限未到来」の

保険料が徴収猶予の規定により徴収猶予の可否が

判断されている一方で、「期限到来済」の保険料に

ついては、条例や規則に根拠なく、介護保険料納

付誓約書の提出のみで徴収猶予より長期間の「分

割納付」を認めることになっている。 

介護保険法第 142 条は「市町村は、条例で定め

るところにより、特別の理由がある者に対し、保

険料を減免し、又はその徴収を猶予することがで

きる。」と規定し、同条を受けて、千葉市介護保険

条例第 10 条に保険料の徴収猶予についての規定

 

 

条例等に根拠のない分割納付の手続を廃止し、

徴収猶予又は換価猶予の各規定に基づき、手続を

実施することとした。 

なお、取扱要綱及び事務処理マニュアルの一部

を改正し、納期限到来済の保険料についても、所

定の場合に徴収を猶予することができるよう取扱

いを変更した。 



 

 

が定められている。この点、介護保険法第 142 条

は徴収の猶予の対象と保険料について、「期限未到

来」の保険料に限定していない。したがって、条

例に根拠がなく、かつ同条例における徴収猶予手

続より緩和された手続で「分割納付」を認めてい

る現在の運用は同法に違反していると考える。 

なお、千葉市介護保険条例第 10 条も文言上、徴

収猶予の対象となる保険料を「期限未到来」に限

定しておらず、「期限到来済」の保険料についても、

同条による徴収猶予の対象とすることは可能であ

ると考える。 

【結果】 

「期限到来済」の保険料について分割納付を認

めるための根拠を千葉市介護保険条例に規定する

か、あるいは同条例第 10 条第 2項が定める徴収猶

予の対象に含めて分割納付の手続を採られたい。 

 



 

 

平成２８年度包括外部監査 

監査のテーマ：介護保険事業における財務に係る事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 Ⅱ 介護保険事業の監査の結果について 

１．介護保険料の賦課・徴収について （３）結果 ①介護保険料の徴収猶予について 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

イ．分割納付期間について【介護保険課】（報告書

P30） 

千葉市では、分割納付の場合は原則 1 年以内で

の分割納付を認めている。しかし、滞納額が 10

万円を超えるケースで平成 30 年 12 月 3 日までの

長期の分納計画を認めているものや、最終回以外

の支払金額は「2,000 円」と少額でありながら、

最終回は残額全額「3 万 8,304 円」を支払う計画

とし、その後、最終回の残額については再度新た

な「介護保険料納付誓約書」により、再分割納付

による分納計画を提出させているケースがあり、

通算すれば実質的には 1 年を越える期限を事実上

認めている。 

上記アで述べたとおり、千葉市の現在の運用で

は、「期限到来前」の保険料については、千葉市介

護保険条例第 10条により 6月以内の徴収猶予が可

能である一方で、「期限到来後」の保険料について

は、条例に根拠のない「分割納付」を認めており、

分割納付期間も徴収猶予の場合の倍の 1 年であ

る。更に、再度の分割納付を認めることで、原則

1年以内の定めを潜脱する結果になっている。 

他方で、滞納額が多く、支払原資が乏しいよう

な場合には、1 年以内で完済する分納計画を作成

することは困難であり、また、分納計画が履行さ

れる可能性も低い。 

【結果】 

現在の「分割納付」手続について、条例上の根

拠が必要であることは「ア．介護保険料の徴収猶

予手続について」（報告書 P28）で述べたとおりで

あるところ、分割納付期間については、現在の徴

収猶予と同じ 6 月以内の期限しか認めないと、実

効的な分納計画を作成する上で、柔軟な処理を阻

害し、実務において上記のような脱法的な弁済計

画を作成せざるを得ない要因になる。 

そのため、分割納付の期間について、滞納金額

と滞納者の資力に応じて、合理的な期限について

 

 

過年度の保険料滞納分を統一滞納整理組織へ事

務移管することに伴い、徴収事務が市税と一体的

に実施されることとなったため、千葉市介護保険

条例及び取扱要綱の一部を改正し、市税に合わせ

て徴収猶予の期間を 1年以内に変更した。 

 



 

 

も設定することができるよう、条例又は少なくと

も要綱において定められたい。 

 



 

 

平成２８年度包括外部監査 

監査のテーマ：介護保険事業における財務に係る事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 Ⅱ 介護保険事業の監査の結果について 

１．介護保険料の賦課・徴収について （３）結果 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

⑤不納欠損処理と時効管理について【介護保険

課】（報告書 P33） 

市では、滞納介護保険料について、2 年間の消

滅時効期間（介護保険法第 200条第 1項）の経過

をもって、不納欠損処理を行っている。 

介護保険料の滞納債権に係る 2年間の消滅時効

の起算日については、①督促状の納期限、②分納

の申し出があった場合には分納誓約書の日付、③

分納誓約等により一部弁済があった場合には一部

弁済の日付を基準に管理している。 

他方で、市は、分納誓約書の提出を伴わない債

務者から支払猶予の申出があったとしても、債務

承認としての時効中断事由として扱っていない。

また、納付書による一部弁済や分納誓約書に基づ

く分割払いがあったとしても、充当された期の介

護保険料債務のみ時効中断債務承認としての時効

中断を認め、滞納している介護保険料全体に対す

る時効中断として処理していない（例えば、第 1

期から第 6 期までを滞納しており、第 1 期の保険

料の一部が支払われたとしても、他の第 2期から

第 6 期までの滞納保険料の時効中断効は生じない

との取り扱いをしている。）。 

債務承認が時効の中断事由とされているのは、

債務者が債務を認め、当事者間で債権の存在が明

らかになったため、債権者として時効中断のため

に敢えて権利行使をする必要がなく権利行使を控

える理由によるためである。したがって、債務者

が上記例において、第 1 期から第 6 期までの滞納

を認識したうえで、その一部を支払った場合には、

当事者間では第 1期から第 6 期までの滞納の存在

が明らかになっているため、時効中断の効力が滞

納債務全額に及ぶことになる。 

そのため、債務者からの支払猶予の申出や一部

弁済は、債務承認として滞納介護保険料全体に対

する時効中断効があると考えられるため、滞納介

護保険料全体について当該時効中断の時点から新

 

 

法令等に基づいた適正な手続を実施するため事

務処理マニュアルを作成するとともに、全体の債

務を承認したことが明確になるよう、納付誓約書

の様式を改めた。 

 



 

 

たに時効が進行することになるにも拘らず，介護

保険システムに反映していない。そのため、介護

保険システム上は、未だ消滅時効期間が経過して

いないにも拘らず、消滅時効が完成したものとし

て取り扱われている。 

現在の市の運用では、実質的には時効中断と判

断することができ、未だ時効により消滅していな

い債権についてまで時効により消滅したものとし

て不納欠損処理を行い、債権管理の対象から除外

していることから、不適法な債権管理と言わざる

を得ない。 

また、抽出したサンプル 21件のうち、9 件が生

活困窮に分類されており、そのうち 8 件において、

平成 26 年度及び平成 27 年度中における「債務承

認」を確認することができる。このことから、上

記のサンプル以外で「生活困窮」に分類されるケ

ースにおいても、債務者に直接接触した上で「債

務承認」が認められるケースが多数を占めるもの

と推察される。 

【結果】 

時効中断事由及び時効中断対象債権を適切に把

握し、未だ消滅時効が完成していない債権を不納

欠損処理しないようにされたい。なお、債務者と

折衝する際には、分納誓約書の提出に至らないケ

ースにおいても、口頭の債務承認のみでは時効中

断の証拠として客観性が不十分であることから、

債務承認書等の「債務承認」を客観的に確認でき

る書面を用いるなどして、債務者に債務を認めさ

せた上で、時効中断として処理をされたい。 

 



 

 

平成３０年度包括外部監査 

監査のテーマ：業務委託に係る事務の執行について 

第５ 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見（各論） 

１１．市役所コールセンター等構築・運用業務委託（No.51）【市民局市民自治推進部広報広聴課】 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

（２）審査会による審査【広報広聴課】（報告書

P101） 

本委託業務は、市役所コールセンターのリニュ

ーアルに関する構築、運用業務の委託であり、市

に最も優れた企画提案をする事業者を選定するた

め、公募型プロポーザル方式を採用している。 

「千葉市市民局入札参加資格等審査会設置要

綱」によれば、1 件当たりの設計金額（予定価格）

が 1,000 万円以上のものに係る随意契約につい

て、「随意契約の相手方及び理由に関すること」を

審査会で審議することとしている。 

本随意契約はプロポーザル方式を採用するもの

の、予定価格は５億 72 百万円であったことから、

「随意契約の相手方及び理由に関すること」の審

査を要求されるが、入札参加資格等審査会が開催

されていない。 

「千葉市市民局入札参加資格等審査会設置要

綱」では審査会による検討が必要とされているが、

発注課担当者によると、選定の際に開催した「選

定委員会」が当要綱第２条但し書「所管課（業務

委託等の発注課）において個別に入札参加資格等

を審査するための委員会等を設けるものを除く。」

に該当すると考えていたため開催されなかったと

のことである。 

しかしながら、プロポーザル方式にあっても随

意契約の一形態であり、本委託業務の事業者選定

に当たり、プロポーザル方式を採用した理由（随

意契約の理由）については、審査会で適切に審議

される必要があったと考える。 

【指摘】 

審査の機能強化及び手続の透明性及び公平性を

確保する観点から、審査会設置要綱に基づき、適

正に審査を実施されたい。 

本委託業務においては、プロポーザル方式を採

用しているものの、価格競争によらないプロポー

ザル方式を採用する理由について、審査会にて十

分な審議が必要であったと考える。 

 

 

令和4年 12月に更新を行う本委託業務について

は、「千葉市市民局入札参加資格等審査会設置要

綱」に基づき、令和 4 年 2 月 4 日付けで実施した

入札参加資格等審査会にて適切に審査を行った。

その結果、総合評価落札方式一般競争入札により

事業者を選定する旨承認され、令和 4 年 5 月 10

日付けで事業者を決定した。 



 

 

平成３０年度包括外部監査 

監査のテーマ：業務委託に係る事務の執行について 

第５ 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見（各論） 

１８．特定健康診査等のデータ入力委託（No.73）【保健福祉局健康部健康保険課】 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

（２）契約書の内容【健康保険課】（報告書 P114） 

市と一般社団法人千葉市医師会（以下、「千葉市

医師会」という。）との間では、「平成 29年度特定

健康診査等委託契約書」を平成 29年４月１日付で

締結しており、特定健康診査等のデータ入力委託

もこの契約に包含される。本契約書は、千葉市医

師会と市が協議のうえ作成した様式のものが継続

的に使用されており、市の所定様式の委託契約書

が使われていない。そのため、契約書の中には秘

密保持の条項や、瑕疵担保責任の条項が含まれて

いない。 

本委託業務の中には、特定健康診査等に係るデ

ータ入力結果等、秘密保持事項の対象となるもの

があるため、本契約においても秘密保持の規定が

明記される必要があると考える（なお、個人情報

特記事項については市所定のものが契約書に含ま

れている。）。 

また、本委託業務においては、委託業者からの

入力データの納品が仕様に適合したものである必

要があるため、成果物の瑕疵に対して修補ととも

に損害賠償を定めた規定を契約書上、明記する必

要があると考える。 

【指摘】 

委託契約を締結する際には、市の所定の委託契

約書を使用するか、もしくは秘密保持や瑕疵担保

責任の条項が規定された契約書を作成されたい。 

 

 令和 4 年度特定健康診査等委託から、秘密保持

及び契約不適合責任（令和 2 年 4 月 1 日付け民法

改正前の「瑕疵担保責任」に相当するもの）の条

項が規定された契約書を作成した。 

 



 
 

令和元年度包括外部監査 

監査のテーマ：保育事業に係る事務の執行について 

第５ 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見 

６．公立保育所等の運営に係る事務 （９）監査の結果及び意見【幼保支援課、幼保運営課】 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

⑩給食事務における「給食事務システム」のログ

イン ID・パスワード管理について【幼保運営課】

（報告書 P268） 

「給食事務システム」には、幼保運営課指導班、

各公立保育所等に常置されたパソコンからログイ

ンすることが可能であり、幼保運営課指導班担当

者が管理者ユーザーとして、各保育所等の栄養士

が保育所ユーザーとして当該システムを使用して

いる。また、給食システムの操作権限は、管理者

ユーザーと保育所ユーザーで各々異なる内容が設

定されている。 

その一方で、保育所ユーザーとしてのログイン

ID、パスワードは施設毎に１つずつ定められてい

るが、その内容は他の保育所ユーザーでも推測可

能な簡易なものであり、かつ、ログイン ID とパス

ワードが同一で、パスワードの定期的な更新も行

われていない。このため、保育所ユーザーが他の

ユーザーとしてログインすることが容易な状況に

なっている。また、管理者ユーザーに係るログイ

ン ID、パスワードについても同様に簡易なものと

なっており、実際の給食事務の中で、毎月の献立

作成を行う栄養士は、管理者ユーザーとして給食

事務システムにログインし、「予定献立データ作

成」処理で献立内容の登録を行っている。 

現状におけるアクセス管理の運用では、幼保運

営課指導班担当者のみに権限が限定されているマ

スタ登録や修正について、各保育所等において権

限外の処理が行われるリスクがある。また、推測

が容易で簡易なパスワードが設定されている状況

下では、操作権限を持たない者が「給食事務シス

テム」へ安易にログインすることが可能になり、

情報の書き換え、漏えい、消失などのリスクが高

くなる。 

【結果（指摘）】 

「給食事務システム」へのアクセス管理につい

て、権限外の不正な処理を防止するために、ログ

 

 

 

保育所ユーザーのログインパスワードについて

は、容易に推測できないものへ変更し、今後、定

期的に更新することとした。 

また、幼保運営課の担当者のみに権限が限定さ

れているマスタ登録や修正については、システム

改修により、操作権限を持たない者がログインで

きないよう改めた。 

 



 
 

イン ID やパスワードの管理を強化されたい。 

現状、各保育所ユーザーのパスワードは容易に

推測できるものとなっているため、設定できるパ

スワードの要件を見直すとともに、必要に応じて

定期的なパスワード変更を行うことが必要であ

る。特に管理者ユーザーに係るパスワードについ

ては、幼保運営課指導班の担当者が保育所等の栄

養士から定期的に配置される状況を踏まえると、

職員配置替えの都度、パスワードの変更を行う運

用が必要と考える。 

また、当該システムを利用するユーザーが、給

食事務における職務分掌に従い、自身に付与され

るユーザー権限のみで業務が行えるよう、操作権

限の設定を見直す必要がある。 

 



 
 

令和２年度包括外部監査 

監査のテーマ：道路・橋梁の整備・維持管理、自転車駐車場・保管場の管理及び自転車を活用したまちづくり

事業に係る財務に関する事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 第２章 個別監査の結果 第１節 土木部監査対象課・所の監査結果 

２－２．花見川・稲毛土木事務所の監査結果 （３）監査結果 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

④文書管理について【花見川・稲毛土木事務所】

（報告書 P110） 

現場往査に際し、勤務時間中は施錠されてい

ない事務所外の倉庫の中で「機密文書」と記載

された箱が約 100 箱保管されている状況を確認

した。 

これらの文書は、概ね平成 29 年頃から 保管

されているということであり、文書保存年限が

過ぎたものであっても、適時適切に、公文書の

廃棄処分等がなされていなかったことを意味す

る。 

【結果：指摘】 

現在、倉庫で保管されている「機密文書」は

約 450 箱を把握することができるが、個人情報

を含む文書の管理としては、不適切であるため、

明らかに保存年限を過ぎても不必要に保管され

ている文書に関しては、廃棄処分の手続きをと

られたい。 

 

 

保存期間を経過した機密文書のうち、保存期間

を延長する必要がないものについては、適切に廃

棄処分の手続を行った。 

 

 



 
 

令和２年度包括外部監査 

監査のテーマ：道路・橋梁の整備・維持管理、自転車駐車場・保管場の管理及び自転車を活用したま

ちづくり事業に係る財務に関する事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 第２章 個別監査の結果 第１節 土木部監査対象課・所の監査結果 

２－３．若葉土木事務所の監査結果 （３）監査結果 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

⑤固定資産管理の適正性：売払処理について【若

葉土木事務所】（報告書 P131） 

 若葉土木事務所では道路維持作業において使用

する作業機会が少なくなったことを理由として、

特殊車両（グレーダー）の売払処分の手続きが進

められていた。 

 当該車両については、取得年月が平成 7 年 7 月

で、一般的な特殊車両の耐用年数 4 年～7 年を大

幅に経過しているため、売払価値としては、鉄ス

クラップとしての価値を見込むことが適当である

ものと考えられ、会計室の通知（平成 18 年 12 月 

5 日付け「不用物品の売払処分事務について（通

知）」）でも「売払においては、中古品としてでは

なく、スクラップを原則とすること」と記載され

ている。 

売払処分に際しての予定価格については、鉄ス

クラップとして積算された価格に基づき、入札が

行われていたが、歳入予算では中古品の価値で積

算されていたため、予定価格と歳入予算額は大き

く乖離していた。 

【結 果：指摘】 

車両の売却に係る予算の積算を行うに当たって

は、令和元年度の当初予算で積算したような中古

車としての積算ではなく、千葉市物品会計規則等

の規定の趣旨を踏まえて、鉄スクラップとして予

算の積算を行う必要があり、今後、同様の事務処

理に当たってはマニュアル等に今回の事例を明確

に追記するなどして、所内に周知されたい。 

 

 

令和 4 年 6 月 1 日付けで、土木管理課長から土

木部内の各所属長に対し、車両の売払いに係る予

算の積算方法について周知し、再発防止の徹底を

図った。 

 

 

 



 
 

令和２年度包括外部監査 

監査のテーマ：道路・橋梁の整備・維持管理、自転車駐車場・保管場の管理及び自転車を活用したま

ちづくり事業に係る財務に関する事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 第２章 個別監査の結果 第２節 道路部監査対象課の監査結果 

３．街路建設課（道路計画課）の監査結果 （３）監査結果 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

②買収した用地に対する会計処理について【街路

建設課】（報告書 P278） 

街路建設課における固定資産増減調査票を確認

した結果、令和元年度に用地買収に伴い取得した

土地について、勘定科目が「土地」として処理さ

れていた。 

固定資産取得に伴う会計処理において、いわゆ

る本勘定と呼ばれる「土地」への計上は、事業に

供した時点であり、道路建設の場合においては道

路が完成した時点で処理される必要がある。取得

に伴い支払いが生じた時点から事業の供する（道

路完成）までは、「建設仮勘定」にて処理すること

が適切である。 

【結 果：指摘】 

用地買収に伴う取得であり、道路がいまだ完成

していない土地については、建設仮勘定へ振替え

ることが必要であり、今後適切に処理されたい。 

 

 

買収により取得した道路用地の会計処理につい

ては、道路が完成し事業に供するまでは「建設仮

勘定」にて処理する旨を「用地担当業務マニュア

ル【道路部用】」に記載し、当該処理を徹底する

こととした。 

 



 
 

令和３年度包括外部監査 

監査のテーマ：公園緑地部が所管する公園等の整備・維持管理に係る事務の執行及び千葉市出資団体

である株式会社千葉マリンスタジアムの出納その他の事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 Ⅱ 各論としての外部監査結果 

Ⅱ-１ 公園緑地事務所及び千葉市動物公園の監査結果について １．中央・美浜公園緑地事務所の監

査結果について （３）結果 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

③備品管理について【中央・美浜公園緑地事務所】

（報告書 P64） 

 中央・美浜公園緑地事務所における令和 3 年 6

月 29 日現在の備品明細一覧表に記載されている

369 件のうち、任意の 39 件について現物の確認を

行ったところ、確認できなかった備品が 10 件あっ

た。 

 当該事務所は、令和 3 年 4 月 1 日において組織

体制の変更があったが、組織体制の変更から間も

ない時期であったこともあり、備品明細一覧と現

物の照合作業とその結果に基づく不用決定や廃棄

手続等の出納手続きが失念されていた。 

 今回の監査で検出した備品の管理不備はサンプ

ルによる監査結果であるため、この検出事項以外

にも現物を確認することができない備品が推定さ

れる。 

【結果（指摘）】 

適正な備品管理のためには備品明細一覧表等の

備品台帳と現物との照合を定期的に実施し、その

照合作業において備品の現物が確認できなかった

備品についてはその原因調査を行い、その結果を

評価したうえで、過年度における廃棄漏れ等であ

ること確定した場合は、物品会計規則に従い不用

決定等適正な出納処理手続を実施されたい。 

 

 

 原因調査を行った結果、過年度における廃棄漏

れであったため、適正に廃棄手続を行った。 

 



 
 

令和３年度包括外部監査 

監査のテーマ：公園緑地部が所管する公園等の整備・維持管理に係る事務の執行及び千葉市出資団体

である株式会社千葉マリンスタジアムの出納その他の事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 Ⅱ 各論としての外部監査結果 

Ⅱ-１ 公園緑地事務所及び千葉市動物公園の監査結果について ２．花見川・稲毛公園緑地事務所の

監査結果について （３）結果 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

③備品管理について【花見川・稲毛公園緑地事務

所】（報告書 P74） 

 現場往査時に備品に関して実査を行ったとこ

ろ、13の備品について登録番号が記載された備品

シールの貼付が確認できず、備品台帳と照合がで

きなかった。 

 シールが剥がれた場合に、シールが剥がれたこ

とを報告し、早期に新たなシールを貼付するか又

は当該備品に登録番号を直接記載する方法かのい

ずれかを選択して備品の適正な管理を行う必要が

あるが、実施されていなかった。 

【結果（指摘）】 

適正な備品管理を行うためにも備品を登録番号

で識別することができなければならず、仮に備品

シールが剝がれている場合は、定期的な実査の際

に備品シールを更新し、また、その備品が使用状

況等から備品シールを貼付することが不適切であ

る場合は、当該備品に直接、登録番号を記載する

ことを検討されたい。 

なお、現場往査時において上記の状況を指摘し

た結果、登録番号が記載された備品シールを各備

品に貼付する対応が行われたという報告を受け

た。 

 

 

 指摘の対象となった 13 の備品について、令和 3

年度中に備品シールを貼付する対応を行った。 

 



 
 

令和３年度包括外部監査 

監査のテーマ：公園緑地部が所管する公園等の整備・維持管理に係る事務の執行及び千葉市出資団体

である株式会社千葉マリンスタジアムの出納その他の事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 Ⅱ 各論としての外部監査結果 

Ⅱ-１ 公園緑地事務所及び千葉市動物公園の監査結果について ３．若葉公園緑地事務所の監査結果

について （３）結果 ③事務所移転に係る諸問題について 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

ア．公有財産の異動（行政財産の用途廃止）につ

いて【若葉公園緑地事務所】（報告書 P85） 

 若葉公園緑地事務所は、令和 3 年 8 月 1 日付け

で、施設老朽化に伴い、泉自然公園内から若葉土

木事務所建物内に移転している。 

 泉自然公園内にあった旧事務所建物について

は、千葉市公有財産規則に基づき、用途廃止に伴

う行政財産から普通財産への異動手続きが必要で

あったが、規則第 39 条に基づく管財課長への通知

は実施されていなかった。 

【結果（指摘）】 

公有財産の異動の事実が生じた際には、千葉市

公有財産規則に従い、異動に関する手続について、

所定の手続が遅延することなく適時に行うことが

できるよう対応されたい。 

なお、外部監査での指摘を受け、若葉公園緑地

事務所では、令和 3 年 9 月 9 日、千葉市公有財産

規則第 39条第 2 号に基づく公有財産（建物）異動

通知書が管財課長宛に提出され、行政財産から普

通財産への変更手続が実施されていることを確認

した。 

 

 

 令和 3 年 9 月 9 日付けで、千葉市公有財産規則

第 39 条第 2 号に基づく公有財産（建物）異動通知

書を管財課長宛てに提出し、行政財産から普通財

産への変更手続を行った。 

 



 
 

令和３年度包括外部監査 

監査のテーマ：公園緑地部が所管する公園等の整備・維持管理に係る事務の執行及び千葉市出資団体

である株式会社千葉マリンスタジアムの出納その他の事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 Ⅱ 各論としての外部監査結果 

Ⅱ-１ 公園緑地事務所及び千葉市動物公園の監査結果について  

３．若葉公園緑地事務所の監査結果について （３）結果 ③事務所移転に係る諸問題について 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

イ．物品の不用決定手続きについて【若葉公園緑

地事務所】（報告書 P86） 

 旧・若葉公園緑地事務所建物を視察したところ、

ブラウン管テレビ 1 台（一般物品）が確認された。 

老朽化により使用が見込まれないとのことであっ

たが、使用見込みがないと認められた時点で、千

葉市物品会計規則第 42 条の規定に基づく不用の

決定手続きを実施すべきであった。 

【結果（指摘）】 

物品については、使用見込みがないと判断した

際には、千葉市物品会計規則に従い、遅滞なく、

物品の不用決定の手続を実施されたい。 

なお、外部監査での指摘を受け、若葉公園緑地

事務所では、このブラウン管テレビ 1 台（一般物

品）については、令和 3 年 9 月 15日、不用決定手

続が実施されていることを確認した。 

 

 

使用見込みのない一般物品について、令和 3 年

9月 15 日に不用決定手続を実施した。 

 

 



 
 

令和３年度包括外部監査 

監査のテーマ：公園緑地部が所管する公園等の整備・維持管理に係る事務の執行及び千葉市出資団体

である株式会社千葉マリンスタジアムの出納その他の事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 Ⅱ 各論としての外部監査結果  

Ⅱ－１ 公園緑地事務所及び千葉市動物公園の監査結果について  

５．千葉市動物公園の監査結果について （３）監査結果 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

① 招待券等の受払と廃棄の管理について【動

物公園】（報告書 P108） 

物品会計規則第 46 条では、出納又は保管する物

品については、出納簿等の帳簿を備え、物品の分

類及び品目ごとにその増減等による数量、現在高

その他必要な事項を記録しなければならないとさ

れている。しかし、動物公園では、招待券と割引

券（以下、「招待券等」という。）について、払出

数量のみが記載され、現在高数量が出納簿へ記載

されていないことが確認された。 

招待券等は金券であり、換金性が高く、配布し

た招待券等が安易に他者へ渡り、入園料収入の減

少に結びつかないように注意する必要があるた

め、受払管理をしていない事務は適切ではなく、

同規則第 46 条に準じて、増減数量及び現在数量を

記録し、金券と同等の管理を行う必要があると認

められるため、同規則に準じた帳簿を備える必要

がある。 

【結 果：指摘①】 

招待券等の受払については、物品管理事務の透

明性を確保し、招待券等の適切な管理を確保する

ためにも、招待券等は物品会計規則に準じて管理

する必要があることから、動物公園は、出納簿に

は払出数量だけでなく、増減数量及び現在数量を

受払の都度、適時・適切に記録する事務を徹底さ

れたい。 

なお、この指摘事項について、動物公園では監

査での指摘を受けて、招待券の受払時に増減数量

及び現在数量を受払の都度記録するように、令和

3 年度において様式を修正し措置されていること

を確認した。 

 

 

 出納簿について、入園招待券及び割引券の増減

数量及び現在数量を記入する様式に改め､令和 4

年度分から改正した出納簿へ記録することとし

た。 

 

 



 
 

令和３年度包括外部監査 

監査のテーマ：公園緑地部が所管する公園等の整備・維持管理に係る事務の執行及び千葉市出資団体

である株式会社千葉マリンスタジアムの出納その他の事務の執行について 
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５．千葉市動物公園の監査結果について （３）監査結果 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

① 招待券等の受払と廃棄の管理について【動

物公園】（報告書 P108） 

動物公園の各種入園券は、原則として、毎年デ

ザインがリニューアルされる。また、物品会計規

則第 42 条では、使用中の物品のうち、将来使用の

見込みがないと認められる物品があるときは、物

品処理伺書により不用の決定をすることができる

とされている。しかし、動物公園では、有効期限

が切れた招待券等について、決裁を受けることな

く機密文書として廃棄処分されていることが確認

された。 

有効期限が切れた招待券等については、将来使

用の見込みがないと認められる物品に該当するた

め、決裁を受けることなく廃棄している事務は適

切ではなく、同規則第 42 条に準じて、出納簿の上

で不用の対象となる招待券等の種類と数量を明示

し、所属長の決裁を受けた後に出納簿で払出とし

て記載して抹消し、廃棄する必要がある。 

【結 果：指摘②】 

招待券等の廃棄については、物品管理事務の透

明性を確保し、招待券等の適切な管理を確保する

ためにも、招待券等は物品会計規則に準じて管理

する必要があることから、動物公園は、有効期限

が切れた招待券等を廃棄するときは、廃棄の対象

となる招待券等の種類と数量を明示し、所属長の

決裁を受けた後に廃棄する事務を徹底されたい。 

 

 

有効期限が切れた令和 3 年度の招待券等につい

て、令和 4 年 6 月に廃棄対象の種類と数量を明示

し、所属長の決裁を受けた後に、廃棄した。 
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５．千葉市動物公園の監査結果について （３）結果 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

⑥医薬品等の管理について【動物公園】（報告書

P119） 

 動物公園では、動物の病気、怪我等に対応する

ために毒劇物、その他一般の治療用医薬品及び動

物麻酔に使用する麻酔銃等の非常用鉄砲を所有、

管理している。 

 薬事法第 48条第 1項では、業務上毒劇薬を取り

扱う者は、これを他の物と区別して貯蔵しなけれ

ばならないとされており、同条第 2 項では、毒劇

薬を貯蔵する場所には、かぎを施さなければなら

ないとされている。動物公園では、医薬品等は、

麻酔薬、消炎剤、消化器疾患薬等の使用目的別に

分類・保管しており、薬品庫にはかぎを施してい

る。しかし、毒劇薬と他の医薬品等を区別して貯

蔵していないことが確認された。 

【結果（指摘）】 

毒劇薬の管理については、医薬品等の管理事

務を適正に実施するためにも、動物公園は、毒

劇薬については、適切に区画を分けて保管する

事務を徹底されたい。 

なお、この指摘事項について、動物公園では

監査での指摘を受けて、令和 3 年度において家

畜保健衛生所にも確認した上で、区画を分けて

保管していることを確認した。 

 

 

令和 3年度中に、毒劇薬については適切に区画

を分けて保管している。 
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① 千葉公園・好日亭の備品台帳の記載について

①【中央・美浜公園緑地事務所】（報告書 P145） 

 物品は、地方財政法第 8条が定める財産管理の

基本原則のもとに、経済的価値を損なうことなく

維持保存し、効率的な活用を図っていく必要があ

るため、その出納、保管の状況を正確に記録、整

理し、管理の状態を明らかにしておく必要があ

る。 

 市所管課では、備品明細一覧表（重要物品）に

は、抹茶茶碗、なつめ、茶釜、茶筅
ち ゃ せ ん

くせ直し、茶杓
ちゃしゃく

等の茶道具について「茶道具（一式）」として登

録し、別途「千葉公園・好日亭/備品等貸出し表」

により個々の物品を管理している。 

 個々の物品において亡失又は損傷が発生した

際、貸出し表上では、物品名を二重線で消す等の

対応を取っているが、備品明細一覧表上では重要

物品一式として登録されたままとなっており、備

品管理の実態と異なっている。 

【結果（指摘）】 

重要物品として茶道具一式と記載して登録

されている物品について、実際の貸し出しや利

用状況としては、機能的には必ずしも一体とし

て利用するものではないことから、個別の貸し

出しの実態に合わせた物品登録の方法につい

て主務課と相談して見直しを検討されたい。ま

た、その際には、現時点で重要物品として登録

がされていることから、その登録方法を見直

し、物品の利用実態に合った取り扱いを検討

し、現在の重要物品の登録の可否を検討された

い。 

 

 

 重要物品として登録している「茶道具（一式）」

について、各物品ごとに価格算定し、2 万円以上

の価値があるものを備品として登録した。 

 

 



 
 

令和３年度包括外部監査 

監査のテーマ：公園緑地部が所管する公園等の整備・維持管理に係る事務の執行及び千葉市出資団体

である株式会社千葉マリンスタジアムの出納その他の事務の執行について 

第３ 外部監査の結果 Ⅱ 各論としての外部監査結果 

Ⅱ-２ 大規模公園等の監査結果について １．千葉公園の監査結果について （３）結果 
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② 千葉公園・好日亭の備品台帳の記載について

②【中央・美浜公園緑地事務所】（報告書 P145） 

 物品は、地方財政法第 8 条が定める財産管理の

基本原則のもとに、経済的価値を損なうことなく

維持保存し、効率的な活用を図っていく必要があ

るため、その出納、保管の状況を正確に記録、整

理し、管理の状態を明らかにしておく必要がある。 

 備品明細一覧表に表記されている「掛軸類（し

行）軸一行物（広間用）」については、現場往査時

に確認ができなかった。担当者からの回答では既

に滅失、破損、汚損又は紛失等に伴い消失してい

るものであるとのことであった。 

 保管する物品について亡失又は損傷があったと

きは、直ちに物品伺書により物品管理者に報告し

なければならない。過年度において破損等により

廃棄しているにも拘らず、物品処理伺書により報

告が漏れているのは合規性に反する取扱いとなっ

ている。 

【結果（指摘）】 

一般物品として登録されている掛軸類（し行）

軸一行物（広間用）について、亡失しているた

め、直ちに物品処理伺書により物品管理者に報

告するとともに、廃棄の事務手続を実施された

い。 

 

 

掛軸類（し行）軸一行物（広間用）について、

物品処理伺書により物品管理者に報告し、廃棄の

事務手続を実施した。 
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監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

④ 物品の廃棄について【中央・美浜公園緑地事

務所】（報告書 P153） 

 千葉市では、公園緑地事務所の建物の老朽化へ

の対応を図るため、令和 3 年度組織改正により、

千葉公園内の旧中央・稲毛公園緑地事務所を廃止

し、中央・美浜公園緑地事務所及び花見川・稲毛

公園緑地事務所に再編した。 

 千葉公園への現場往査において、旧中央・稲毛

公園緑地事務所で使用した物品（図面保管キャビ

ネ）が不用決定前の状態で事務所内に残置されて

いた。当該図面キャビネは、事務所再編後には使

用されないことが決定されていた。 

 物品会計規則では、第 42条第 1 項第 1 号におい

て、修繕又は改造等の処理をしても使用の見込み

がないと認められる物品は、不用の決定をするこ

とができるとされている。 

 廃棄予定の物品については、旧事務所が閉鎖し

た際に再利用を検討したうえで、廃棄することを

意思決定しているため、廃棄の意思決定後は、速

やかに不用決定を行い、廃棄処分等を行うべきで

あった。 

【結果（指摘）】 

旧中央・稲毛公園緑地事務所の廃止に伴う備

品の廃棄については、修繕又は改造等の処理を

しても使用の見込みがないと認められる場合

は、適時に不用決定を行ったうえで、速やかに

廃棄されたい。 

 

 

廃棄予定の物品について、物品処理伺書により

不用決定を行い、廃棄の事務手続を実施した。 
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⑫ 指定管理者が寄贈した物品について【公園管

理課】（報告書 P165） 

 千葉市において指定管理者を募集するにあた

り、利益の還元方法を定めている。 

 平成 28 年度～平成 29 年度にかけて、千葉公園

では指定管理者からモルテンデジタイマー、長机

及びパイプ椅子の寄贈を受けているが、公園管理

課においては、寄附目録に記載しておらず、物品

等の台帳にも登録していなかった。 

 物品の寄贈があった場合には、物品会計規則第

23条に基づき、その受入れを所属の物品取扱員等 

に通知するとともに、第 46条に基づき、物品の分

類及び品目ごとにその増減等による数量、現在高

その他必要な事項を記録する必要がある。実際の

物品と備品明細一覧表等の帳簿との間に不一致が

生じていることから、合規性に対する違反である

と認められた。 

【結果（指摘）】 

指定管理者から寄贈された備品について、物

品会計規則に則り、物品の受入処理を行い、備

品明細一覧表等の帳簿に記載されたい。 

 

 

指定管理者から寄贈された物品のうち、備品と

して登録すべきものについて、令和 4 年 3 月 11

日に備品登録を行った。 
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②公園内の遊具について【花見川・稲毛公園緑地

事務所】（報告書 P200） 

 花島公園では、遊具の材質や構造に基づく危険

性や遊具の設置に係る施工の状況による危険性に

ついて評価を実施しており、遊具ごとにハザード

１（良い）～ハザード３（悪い）までの評価を行

っている。 

 同公園内には、土台となるコンクリートがむき

出しになっている健康遊具が設置されており、ハ

ザード３と評価されているが、現場往査時点では

対策が取られない状態であった。 

【結果（指摘）】 

花島公園において利用者が安全に安心して遊具

を使用することができるように、花見川・稲毛公

園緑地事務所は、ハザード 3 と評価された花島公

園の健康遊具について、応急対応を含め、その危

険性を除く対策を取られたい。 

なお、現場往査時において土台となるコンク

リートがむき出しになっている遊具の状況を指

摘した結果、事務所として危険性を除去する対

応策がとられた。 

 

 

 ハザード 3 の評価となっている健康遊具につい

て、令和 3 年度中に基礎部を土で埋める対策を実

施した。 
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である株式会社千葉マリンスタジアムの出納その他の事務の執行について 
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監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

⑩原動機付自転車の解体処分について【公園管理

課】（報告書 P219） 

 花島公園においては、原動機付自転車（ヤマハ

メイト、千葉市６か１４６１）を保有している。

当原動機付自転車は、球技場の整備運用のために

使用されていたが、現在は、指定管理者が有して

いる車両又は公園管理課が有している他の車両に

よって、整備を行っており、平成 31年度以降使用

していない状態であった。 

 市所管課においては、今後使用見込みがないこ

とから当原動機付自転車の不用決定を行っている

にも拘らず、物理的な処分がされていない。 

 千葉市庁用自動車管理規程第 2 条により、原動

機付自転車は庁用自動車に該当し、千葉市物品会

計規則に従って適正に管理することとされてい

る。同規則第 42条では、将来使用の見込がないと

認められる物品については、物品処理伺書により

不用の決定をすることができるとされている。ま

た、同規則第 43条第 2項では、不用の決定をした

物品のうち、売り払うことができないと認められ

るものについては、廃棄処分をすることができる

とされている。 

 不用の決定がされた原動機付自転車について、

速やかに解体（スクラップ）処分が行われていな

い事務は適切ではない。原動機付自転車を長期間

残置したことで、得られるべき収入がなくなり、

逆に市が費用負担を行う危険性が高い。公金の支

出につながる可能性がある点で、実質的に内部統

制上の重大な不備であると認められる。 

【結 果：指摘】 

 物品管理事務の適正性を確保し、物品の適切か

つ効率的な使用と管理を実施するためには、公園

管理課は、既に用途廃止（抹消登録）の事務手続

が完了し、使用の見込みがなく売り払うことがで

きないと認められる原動機付自転車については、

 

 

 使用見込みのない原動機付自転車について、リ

サイクル事業者に依頼し、適切に処分した。 

 



 
 

限りある資源の有効活用という点を踏まえなが

ら、速やかに車体を解体（スクラップ）処分され

たい。 
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④指定管理者制度における施設修繕と備品管理に

ついて【緑公園緑地事務所】（報告書 P258） 

 指定管理者は、施設が有する機能および性能を

保ち、合理的かつ効率的な維持管理を実施し、物

理的劣化による危険・障害の発見・点検に努める

ことにより適切に維持管理業務を遂行し、利用者

の利便性・快適性の確保に努めなければならず、

指定管理者の責めに帰すべき場合の施設の損傷に

ついては、指定管理者の負担となる。 

 昭和の森の指定管理の事務分担において、緑公

園緑地事務所は、「千葉市が指定管理者に対して無

償で貸与する、千葉市所有の什器・備品の更新等、

指定管理業務に含まれない業務の予算事務及び執

行」については、引き続き実施することとされて

いる。 

 緑公園緑地事務所では指定管理者に対して備品

台帳を貸与しておらず、運営基準に規定されてい

る修繕の取扱いにおいて、いずれの者の責による

劣化、破損等の修繕かを特定することが困難とな

ることが懸念される。 

【結 果：指摘】 

 指定管理者制度における備品管理については、

指定管理者による什器・備品の維持管理を適正に

実施し、修繕の負担関係が不明瞭な什器・備品の

存在を早期に解消する必要があることから、緑公

園緑地事務所は、施設に配備してある千葉市所有

の什器・備品について、指定期間開始後、速やか

に指定管理者へ備品台帳を貸与する事務を徹底さ

れたい。 

 

 

 令和 3 年度に備品台帳を整理し、指定管理者へ

貸与した。 
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⑥スタジアム管理契約書に記載の審査基準等の未

入手について【（株）千葉ロッテマリーンズ】（報

告書 P317） 

 （株）千葉マリンスタジアムは、（株）千葉ロッ

テマリーンズと施設管理業務委託契約を締結して

おり、マリンスタジアムの施設管理及び使用料の

収納に関する業務を受託している。 

施設管理業務委託契約書では「スタジアムの供

用」業務を行うに際して、利用者からの利用申請

に対して、利用を許可する判断審査基準、利用の

可否を判断するための標準的な期間及び利用を許

可しない判断基準に係る規定を、（株）千葉ロッテ

マリーンズが作成し、（株）千葉マリンスタジアム

に示すこととされているが、（株）千葉ロッテマリ

ーンズは審査基準等を作成したうえで、（株）千葉

マリンスタジアムに対して提示していないため、

（株）千葉マリンスタジアムとの間で審査基準等

を共有しておらず、使用許可業務の実施に係る審

査基準、標準処理期間及び処分基準に基づく実務

に関して共通の判断が常に確保されているとは言

えないと考える。 

【結 果：指摘】 

 （株）千葉ロッテマリーンズは、施設管理業務

に係る契約書第 16 条に記載されている審査基準

等を作成し、その基準等に基づきスタジアムの供

用業務が実施できるよう、（株）千葉マリンスタジ

アムへ提示されたい。 

 

 

 

 （株）千葉ロッテマリーンズは、令和 4 年 4 月

1 日から適用される審査基準を作成し、(株)千葉

マリンスタジアムに提示した。 
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① 賞与引当金について【（株）千葉マリンスタジ

アム】（報告書 P368） 

 （株）千葉マリンスタジアムは、第 32 期の決算

書において、2021年 6 月に支給する予定の賞与と

して 1,200 万円の未払費用を計上しているが、当

該賞与は 6 月 1 日を基準日とし当該基準日に在籍

しない社員に対しては賞与を支給しないことか

ら、対価を支払う義務が確定しているとは言えな

い。 

 また、「臨時給与支給要綱」において基準日前の

6 か月間における在職期間に応じて設定された期

間率が臨時給与 A を算定する際に用いられている

ことより、2021 年 6 月に支払う賞与は、2020 年

12 月から 2021 年 5 月までの 6 か月間の労働に対

する対価であると考えられ、2021 年 3月末日にお

いては、2021年 6月に支払う賞与全体を 6か月間

とした場合の 4 か月間に相当する賞与支払い額が

負債として発生していると考えられる。 

 具体的には、（株）千葉マリンスタジアムが 2021

年 6 月に支払う賞与として見積もった 1,200 万円

のうち、800 万円が発生した費用額と考えられる。 

 以上より、（株）千葉マリンスタジアムは、2021

年 3 月末時点において、本来は賞与を 800 万円計

上すべきところ、1,200 万円計上しており、400

万円だけ負債が過大に計上されているのは会計実

態を忠実に表していない。 

 さらに、2021 年 3 月末時点において、（株）千

葉マリンスタジアムは上記の賞与に係る社会保険

料を負担することが見込まれるため、2021年 6 月

において支払う賞与に係る社会保険料負担額の全

体を 6 か月間とした場合の 4 か月間に相当する賞

与に係る社会保険料負担額が負債として発生して

いると考えられる。しかし、（株）千葉マリンスタ

ジアムは上記の 4 か月間に相当する賞与に係る社

会保険料負担額を負債として認識していないのは

 

 

 令和 4 年 6 月支給分から、賞与については賞与

引当金として適正な額を計上するとともに、社会

保険料の会社負担分についても未払費用として計

上している。 



 
 

会計実態を忠実に表していない。なお、会社が負

担する社会保険料を賞与支給額 800万円の 13％と

した場合、104 万円が社会保険料負担額になる。 

【結 果：指摘】 

 （株）千葉マリンスタジアムは、6 月支払うこ

とが見込まれる賞与支給額に対して、未払費用と

して計上することはではなく適正な勘定科目であ

る賞与引当金として計上する必要がある。また、

賞与引当金として計上する額は、6 月に支給され

ることが見込まれる賞与支給額全体を 6 か月分と

した場合の 4か月分とする必要がある。さらに、6

月に支給されることが見込まれる賞与支給額に対

して、会社が負担することが想定される社会保険

料について 2021年3月末時点において発生が見込

まれる金額について負債を認識する必要がある。

そのため、これらの会計処理上の問題を改善され

たい。 
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⑤スタジアム管理契約書に記載の審査基準等の未

入手について【（株）千葉マリンスタジアム】（報

告書 P376） 

 （株）千葉マリンスタジアムは、（株）千葉ロッ

テマリーンズと施設管理業務委託契約を締結して

おり、マリンスタジアムの施設管理及び使用料の

収納に関する業務を受託している。 

 施設管理業務委託契約書では「スタジアムの供

用」業務を行うに際して、利用者からの利用申請

に対して、利用を許可する判断審査基準、利用の

可否を判断するための標準的な期間及び利用を許

可しない判断基準に係る規定を、（株）千葉ロッテ

マリーンズが作成し、（株）千葉マリンスタジアム

に示すこととされているが、（株）千葉マリンスタ

ジアムは、判断基準等を（株）千葉ロッテマリー

ンズから入手していないにも拘らず、マリンスタ

ジアムの利用の可否を判断しているため、（株）千

葉ロッテマリーンズが千葉市に提出した判断基準

等と乖離した判断を行うリスクがある。 

【結 果：指摘】 

 （株）千葉マリンスタジアムは、株式会社千葉

ロッテマリーンズと締結した施設管理業務に係る

契約書第 16 条に記載されている審査基準等の内

容を確認し、その内容を踏まえて「スタジアムの

供用」業務を実施されたい。 

 

 

 

 （株）千葉マリンスタジアムは、令和 4 年 4 月

1 日から適用される審査基準を(株)千葉ロッテマ

リーンズより受領し、確認を行った。 
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ア．年度毎の利用状況及び収支状況報告書の入

手・確認について【公園管理課】（報告書 P407） 

 設置許可における、都市公園施設設置許可条件

書（以下、本項において「許可条件書」という。）

においては、許可受者に対して年度毎の利用状況

及び収支状況の報告が定められているが、平成 30

年度の設置許可以降、いずれの採用業者からも年

度毎の利用状況及び収支状況報告書（以下、本項

において「年度報告書」という。）は提出されてい

なかった。また、未提出の業者に対して督促等が

実施されていなかった。 

 このような運用の原因は、許可条件書において

年度報告書の提出の必要性とその規定がなく、ま

た、許可条件書における当該取扱いの趣旨につい

て、十分な理解が欠けていたことにあると考えら

れる。 

 年度報告書の提出については、採用業者の適正

な業務運営を促す統制としての機能、異常性（極

端に多いか又は少ない販売数や売上金額）の把握、

今後の自動販売機設置運営又は次回以降の公募の

方針決定に資する情報収集（設置場所や上限金額

等）等、その目的は多数あり、事業者の未提出を

放置することなく提出を要請すべきであった。 

【結 果：指摘】 

採用業者からの年度報告書については、許可条

件書に従い提出を要請し、運営状況について把握

や確認を実施されたい。 

 

 

 令和 4 年 1 月に全ての業者に年度報告書を提出

させ、運営状況の確認を行った。 
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イ．年度毎の維持管理計画書の入手・確認につい

て【公園管理課】（報告書 P408） 

 設置許可における、都市公園施設設置許可条件

書（以下、本項において「許可条件書」という。）

においては、許可受者に対して年度当初の維持管

理計画書の提出について、「提出しなければなら

ない」と規定されているが、提案募集の際の必要

書類の一つとして提出を受けていることから、毎

年度当初において、口頭にて変更の有無を確認し、

変更がない場合には、計画書の提出を省略してい

るとしているが、許可条件書の定めに従った取扱

いとは異なる運用となっていた。 

 このような運用の原因は、許可条件書における

当該取扱いの趣旨について、十分な理解が欠けて

いたことにあると考えられる。 

 口頭での確認で変更のない場合には提出を省略

するという現在の運用について、自動販売機の維

持管理に特別の問題が生じないと判断される合理

的な理由がある場合には、許可条件の変更も検討

する必要がある。 

【結 果：指摘】 

 維持管理計画書については、適正な維持管理を

行うためにも許可条件書に従い提出を要請された

い。 

 

 

 令和 4 年 1 月に全ての業者に維持管理計画書を

提出させ、内容の確認を行った。 

 

 

 


